
推計世帯支払率の算出方法（全国）

区 分 件 数（２３年度末）

①総世帯数 ５,３２３万件

②免除対象世帯・契約対象外世帯数 ４７４万件

③免除対象世帯等を除く世帯数（①－②） ４,８４９万件

④テレビ普及世帯数 ４,６６６万件

⑤受信契約対象世帯数 ４,６１２万件

⑥世帯契約数 ３,５１６万件

⑦世帯支払数 ３,３４３万件

推計世帯支払率（⑦／⑤） ７２.５％

①総世帯数

受信契約の単位である世帯の総数

「国勢調査」（平成２２年総務省）、「日本の世帯数の将来推計」（平成２０年国立社会保障・
人口問題研究所）等をもとに推計

②-1 免除対象
世帯数

受信料の支払が全額免除となる世帯数（公的扶助受給者等）

「福祉行政報告例」（厚生労働省）、「身体障害児・者実態調査」（平成１８年厚生労働省）等
における当該世帯数をもとに推計

②-2  契約対象外
世帯数

同居型世帯（複数世帯が１台のテレビを設置している場合）等、契約対象とならない世帯数

「受信契約状況実態調査」（平成２４年ＮＨＫ）における同居型世帯率等をもとに推計

③ 免除対象世帯
等を除く世帯数

受信契約の対象となる世帯の基礎数

①総世帯数－②免除対象世帯・契約対象外世帯数

④ テレビ普及
世帯数

受信契約の対象となる世帯の基礎数のうち、テレビを設置している世帯数

③免除対象世帯等を除く世帯数に、「受信契約状況実態調査」（平成２４年ＮＨＫ）における
テレビ所有率を乗じて推計

⑤ 受信契約
対象世帯数

受信契約の対象となる世帯数

④テレビ普及世帯数から、「受信契約状況実態調査」（平成２４年ＮＨＫ）をもとに算出したテ
レビ故障等世帯を差し引いて推計

⑥ 世帯契約数
受信契約を締結している世帯数

受信契約数から事業所契約数を差し引いた実数

上段：項目の説明
下段：算出方法

⑦世帯支払数
受信契約を締結している世帯のうち、受信料を支払っている世帯数

⑥世帯契約数から未収となっている世帯契約数を差し引いた実数

都道府県別推計世帯支払率を算出するために必要な計数（同居型世帯率・テレビ所有率・テレビ故障等率）を把握すること
を目的として、無作為抽出した全国５６,４００世帯を対象に、平成２４年１月から３月まで郵送調査等を実施。
有効回答数は約３９，０００件（有効回答率 約７０％）

■「受信契約状況実態調査」 調査概要
※③以降に記載している「受信契約」は全額免除を除いた受信契約です。
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